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高流動コンクリートの流動特性の試験方法に関する研究
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In this study, the J shaped tube test apparatus was developed to evaluate the 
rheological characteristﾏG of the high-fluidity concrete by measuring the flow 
viscosity coefficient and the shear stress yielding value of the concrete. 
To examine the applicability of this test method, many kinds of the high-fluidity 
concrete are investigated experimentally.As the result, the flow viscosity coefficient 
and the shear stress yield value of many kinds of the high-fluidity concrete are 
obtained, which are found to be similar to the values of the rotary viscometer.And the 
rheological consideration about these results is carried out, comparing the results of 
the conventional test method. 
1 ーはじめに
環日本海地域では、建築建設工事において冬季の強い海風、低温などの施工悪条件にも配
慮する必要が あり、技術革新による施工の合理化によって受けるメリットは大きい。 コンク
リート打設工程は現在もなお労働集約的で多大な労働力と施工期間を要しており、その合理
化に大きな貢献ができ、かっコンクリートの高品質化が図れるため、高い流動性と材料分離
抵抗性を備えた高流動コンクリートの実用化が進められている。
しかし今の所、高流動コンクリートの基本的性質を物理量として数値的に捉え 、 その施工
性を確実に判定する事は難しく、施工性判定試験方法の確立の必要に迫られている 。 そのた
め、筆者らは昨年より、高流動コンクリートの流動解析に必要なレオロジー特性を把握する
た め、さまざまな試験装置を試作、検討してきた。
既往の高流動コンクリートの流動性の試験方法には、スランプフロー試験・ L フロー試験・
円筒貫入試験等があり、リング貫入試験、回転翼型粘度計試験等も提案されているが、単一
の試験で信頼性の高い降伏値及び粘性値を捉え、評価するのが難しい。精度の高い方法には
回転粘度計試験 1 ) 2) 3)等があるが、試験方法
寺複雑であり、より簡便な方法が望まれて
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表一 l使用材料
セメント 普通ポルトランドセメント
高炉セメントB種
Bライトセメント
締骨材 相撲川産川砂(細目)
君津産陸砂(粗目)
粗骨材 奥多摩産砂岩砕石
混手口弗j AE剤j (y国ゆ
高性能AE減水剤 (K社~
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セメント~/C s/a 単位量 (kg) 高性能 スラン7 スラン7
￠穏顕 AE減 7ロイ直
水 刷ント 細骨 粗骨 水剤
キ寸 材
弛 % kg kg kg kg % cm cm 
N-40 閣直 40 50 175 同3 8 836 836 2.28 25. 1 52.5 
N-35 瞳通 35 50 170 同88 840 840 13. 16 23. 7 45.5 
N-30 障重 30 50 159 1530 839 回39 13. 19 26. 2 68 
N-25 閣直 25 50 144 576 839 839 5.33 23.7 51. 5 
-30 !高炉B 30 50 159 530 839 同 39 2. 15 24. 8 59.5 
K-25 時炉B 25 50 144 576 839 回39 3.64 26. 1 65.5 
K-23 同炉B 23 50 139 596 817 阪 17 4.0 28.0 M.51 
K-20 |高炉B 20 50 126 632 816 包 16 3.0 26. 5 60 
B-30 Bライト 30 50 162 539 839 同39 1. 99 25. 3 59.5 
B-25 Bライト 25 50 149 596 817 回 17 2.82 23. 0 59. 5 
B-23 Bライト 23 50 142 619 817 回 17 3.2 25.4 59 
回-20 Bライト 20 50 131 655 回 17 1ﾟ7 5.58 25.9 59. 5 
な導管を用いた流動性の試験方法としては長滝
らの研究 4) 5) 、村田らの研究6) があり、 J 型の試
験方法としては加賀らの研究7)黒羽らの研究8) が
ある。
2. 実験計画
2-1.使用材料
使用材料を表一l に示す。細骨材は表に示す 2
種類のものを用いる事とし、粒度分布がフラ
ー曲線に近づく様に細目砂:粗目砂= 1 : 9 
の比で混合して用いた。粗骨材については硬
質砂岩砕石を、混和剤はAE剤と高性能AE
減水剤の 2種類を用いた。セメントについて
は普通セメント、高炉 B 種セメント及び B ラ
イトセメントの 3 種類のものについて検討し
た。
2 - 2. 調合計画
実験の対象とした高流動 コ ンク リートの計
画調合を表 2 に示す。細骨材率については、
高流動コンクリ ートに良好な流動性が得られる
様に、適切な細骨材率を求めた。このため、図-
1 a の様に骨材総重量を一定として細骨材率のみ
を変えながら、骨材を φ 15 X30c mの円筒形型枠
に順次充填する最密充填試験を行い、充填され
た骨材の嵩高さをそれぞれ測定した。結果は図-
1 b の通りであり、細骨材率50%前後で嵩高さが
最も低くなり最密状態を示 した。骨材が
最密充填状態に近い場合に良好な流動性
が得られるとの報告もあり 16)、本実験 に
おいては細骨材率を 50% とした。ま た水セ
メント 比 は、 20 '"'-'40% の範囲で変化させ
た。
2 -3. 製造方法
練り混ぜは 50e練り強制撹枠ミキサーを
使用し、図 - 2 に示すフ ロー図に従って分
割練りを行った。高流動化剤は、コンク
リートの性状を見ながら撹排中のミキサ
ーに投入し、表 -2 の様にスラ ンプフ ロ
ー が 60 ::t 3cm以上になる様に調節した。
3. 試験方法
高流動コンク リートの流動性試験 とし
ては、従来から行われている スランプ ・
G(-7.8kg) G+S(-7.8kg) S(-7.8kg) 
図-1 a 骨材の細密充填試験概念図
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図一 2 練り混ぜフ ロー図
表 -2 計画調合表及び各種試験の結果
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スランプフロー試験の他に、 L フロー試験、
円筒貫入試験を行った。 また、コンクリー
トの分離性を調べるため、スランプフロー試
験後のコンクリート中央部と周辺部の粗骨材
の量の比を調べた。また、これらの試験とは
別に、今回は特にコンクリートのレオロジー
特性の把握のため、コンクリート用回転粘度
計試験及び今回提案した J 型フロー試験を行
った。各試験方法は次に示す通りである。
(1) スランプ・スランプフロー試験、内外粗骨
材比試験
通常の方法で行ったが、棒突きにより分離
を起こす可能性のある場合は突き数を 0固と
した。
また、フロー試験終了後中央部と端部より
コンクリートを 2kgづっ採取し、 5mmふるい上でモルタルを洗い流して粗骨材のみを取り出し、
重量を計測してその重量の比を内外粗骨材比とした。
(2) L フロー試験
L フロー試験では図ー3の様な L フロー試験器により、 L フロー値の測定を行った。
ランプ試験と同様試験器の上端からのコンクリート落下距離も測定した。
(3) 円筒貫入試験
円筒貫入試験は図 -4の様な円筒貫入試験器(トーラム)をコンクリート面に貫入させ、 60秒
経過後の円筒内へのモルタルの流入高さを測定し、スランプ値を推定する試験であるが、高
流動コンクリートにおいては60秒の経過時間では試験器
の上端までモルタノレで満たされてしまい、正確なモルタ
ルの流入高さが測定できないので、 10秒経過後に測定
する様にした 12) 。
(4) コンクリート用回転粘度計試験
コンクリート用回転粘度計の概要を図-5及び写真一l に
示す。 この回転粘度計は、東京都立大学において昭和30
年代に製作された内円筒回転型のもので、外円筒が
7cmX35cm、内円筒が φ14cm X 24cm と大きく、コンクリ
ートの様に粗骨材を含む材料での試験が可能である。
ンクリートを充填後、内円筒を各種の速度で回転させた
場合の内円筒の角速度及びその時点でのトルクを測定し
た。測定データから明断応力 τ(g/ cm2 ) 及び明断速度 e (1/ 
sec) を求めるのは以下の (1) 及び (2) 式によった 9) 。
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ここに、 Mは内円筒のトルク (g ・ cm) 、 h:
内円筒の試料高さ (cm) 、 Ri ， Ro 内円筒及
び外円筒の半径 (cm) 、 θ。:内円筒の角速度
(rad/ sec) 、である。
(5) J 型フロー試験
J 型フロー試験は図-6の様な J 型をした
導管にコンクリートを充填し、圧力差によ
って流出する様子を調べる様にした試験で
ある。今回の実験に使用した J 型フロー試
験器は塩化ビニール製のパイプを J 型にし
たもので、導管の内径は粗骨材が閉塞しな
い程度として 10.9 cm とした o また上下のv 図 -6a
口の高低差を 75cm とした。
図一7 に J 型フロー試験の概念図を示す。
測定は、まず、 J 型導管 lニコンクリートを
J 型フロー試験器
詳細図
充境口
『
図的 J 型フロー試験
概念図
充填する。この時、 J 型導管の低い方の口(以下、流出口と呼ぶ)からコンクリートが流出
しない様に約6kgの錘を載せたゴムの蓋で閉鎖しておき、 J 型導管の高い側の上端までコンク
リートの充填を行う。その後、流出口のゴム蓋を取り除き、コンクリートを流出させる。そ
の際、高い側の導管内の、コンクリートの流下時間 t (sec) を、 5cmごとに測定した。最後に
コンクリートの流出が停止した時点で、高い側のコンクリート上面と流出口との高低差を測
定した。
今、導管中のコンクリートに駆動庄企Pが
作用して、コンクリート流体が層流として
流れる場合には、図一7のような構造モデル
を形成する。
このとき、導管内の力の釣合から、 (3)
式が成立する。
nr211P = 2nrlPt， ・ . Pt = I1Pr /21 
r =R とすると p = ?P R / 21 (3) 
次に、勢断応力丹は速度勾配(蔚断速度)
に比例する為、
Pt = λ .dV / dr 、また、 Pt = 企Pr /21 
:. dv / dr = ?.P r / 21λ 
企P は駆動圧(g/cmり Q は流体量(cm3/sec)
R は導管の半径(cm) r は位置の半径(cm)
従って図ー7の速度分布は放物線と言える。"は中心部の速さ (cm/sec) , f)は r (J)j封章暗躍(ανsec)
これを積分すると流体量Q となり、駆動圧 P は半径R のときの関飾志力 (g/cmり ， I は導管の長さ (cm)
ふP との聞に (4) 式、即ち Hagen-Poiseuille Pt は半径r のときの明断応力 (g/cm2)
の法則が得られる。
Q=πR4ð.J1 / 8/λ 
(3) 式を (4) 式に代入し、
v = 4Q/ nR3 とすると
p=vλ 
λ は粘度係数(g'sec/cmり
(4) v は蔚断速度(1/sec)
(5) 
(6) 
図 -7 導管内の層流体の構造モデル
- 30-
Q 
高流動コンクリートの流動特性の試験方法に関する研究
Yは掠断速度 (l/sec) に相当し、 Pは明断応力 (g/cm 2 ) 、 λ は粘度係数 (g'sec/ cm2 ) である。
さて、コンクリートが半径 R の導管で、平均高さで、 (h，_， +h，)/2の位置にあるときの駆動圧
l1Pは位置のエネルギーで計算できるため、導管内に加わる興断応力 Pは (7) 式で表される。
また、 J 型フロー試験器の区間 i のコンクリート流下時間 tj (sec) から、勇断速度 V (l/sec) 
は (5) 式により (8) 式を用いて算定できる。
P-tLPR-ρ ・ (h;_l + h;) /2 R ーゴT-L+(ht-l+ht)/2.17 (7) 逗
V = 4Q! = 4"R2(h_~ 一九 )/t，j h;_l -h, 4 雷I~=一τ= 屯 =一一一一一 (8) 丙 |γ"R' "R' t, R ,-, ,!,..;. 
A 
P= λ ・ V +Fo 
p.h R 
(10) Fo= 一一一・ー
~断応カ p-一2"旦古JV7(S/mz) L+h 2 
P-Fo 
(11) 図-8 回転地度計λ= 一一一ーy 
3 
勢断応カ p=苧(阿)
図-9 導管粘度計
HA
州樹訴同情
次に、図 -8は回転粘度計を用いた場合のニュートン流体及びピンガム流体の流動曲線のモ
デルを表したものである。現断応力と蔚断速度とは、前記の (1) 式及び (2) 式により、それぞ
れ図中に示した式により算定される値で表される。
また、図 -9は導管粘度計を用いた場合のニュートン流体及びピンガム流体の流動曲線を表
わした図であり、蔚断応力と明断速度は、 (3) 式及び (5) 式より、図中に示した式によって算
定される値で表される。
そこで、 J 型フロー試験において、ニュートン流体を流下させた場合には、蔚断応力 P と
郭断速度 y の関係は、 (6) 式で表される。
次に、ピンガム流体の場合には、現断応力に Fo なる切片があるため、現断応力 P と関断速
度 y との聞には (9) 式が成立する。 (9) 式の場合の Fo は、初期開断応力降伏値に関する定数で
あるので、ここでは明断応力降伏値 (g/cm2 ) と呼ぶ事とする。 J 型フロー試験における最終停
止時のレベル差を h (cm) とすると、 1= h+ L の抵抗長さでコンクリートは停止するので (V= 0) 、
勇断応力降伏値Foは (10) 式により求められる。なお、この場合図一7の速度分布は栓流となる。
Fo (g/ cm 2 ) の値が求まれば、ピンガム流体の場合の λ は(11)式により求められる。
4. 鼠験結果
これらの流動性試験結果のうち、まず、スランプ・スランプフロー試験、 L フロー試験、
内外粗骨材比試験の結果を表-3に示した。また、コンクリート用回転粘度計試験、 J 型フロ
ー試験の結果は、図-10及び図 -11 に示した通りである。図ー10は横軸を明断応力として縦軸を
欝断速度とした。また、図ー11 は J 型フロー試験器により得られたデータを前記の (7) ， (8) 式
で求めて横軸に明断応力 p を、縦軸に蔚断速度 y を示したものである。これらのグラフから、
(6) , (9) 式によりグラフの傾きの逆数を λ とした。また、曲線の横軸切片は明断応力降伏値 FO
を示しており、 (10) ， (11) 式により、これら粘度係数と明断応力降伏値を求めて、その結果を
表ー3に示した。
なお、図-10はコンクリート用回転粘度計試験の結果であるが、この図と、 J 型フロー試験
の結果である図一11 と比較すると、各高流動コンクリートの流動性はほとんど閉じ傾向を示し
ており、図一10の回転粘度計の方は、図ー11 の J 型フロー試験と比べて、広範囲の明断応力に
対する鄭断速度の関係を示しているが、 K-25の様に低郵断速度域で滑りが生じているなど、
モーターによる強制的な回転力により、コンクリートと回転する内円筒との間で、やや無理
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表-3 高流動コンクリートの流動性試験の結果
セメント W/C スランワ スラン7' L フ Lスラン 円 ・ 筒 内外現断流、力 粘度係数 姻強度 13週強 13週強度 給合的に判
。苅韻 7ロイ直 ロ』ー 7'値 貫入粗骨降伏値 色W) 度 比 断した涜動
値 猷験 材比 (13W) (13W/4W) 性叫J淀
% C皿 cm cm cm cm g/crl g'sec/crl 同f/crrl kgf/crl 
N-40 普通 40 25.1 52.5 0.82 0.22 519.2 401. 4 O. 773 分離
N-35 普通 35 23. 7 45.5 0.87 0.30 567.0 回0.8 1. 024 分離
N-30 普通 30 26.2 68 66.5 33 21 1. 18 1.28 0.42 810.3 736.8 O. 気泡1 や明浦佐
N-25 普通 25 23. 7 51. 5 49 お.5 12 1.幻 2.55 7邸.8 回5.2 1. αぁ やや良好
K-30 高炉B 30 24.8 59.5 印.5 32 24. 5 1.28 0.68 0.75 飽3.0 814.6 1. 193 良好
K-25 高炉B 25 26.1 65.5 85 35 15.5 0.99 0.40 1. 27 744.8 847.2 1. 137 良好
K-23 高炉B お 28.0 69.5 82.5 34 1.00 0.39 1. 37 銃犯.0 1侭4.8 1. 319 良好
K-20 高炉B 20 26.5 曲 72 33.5 24 0.97 0.38 4.38 ω5.6 939. 1 1. 350 減却Fド良
B-30 Bライト 30 25.3 59.5 58 33 26 1.12 0.62 0.47 704.8 811.1 1. 151 や明清監
B-25 Bフイト 25 お.0 59.5 56 32.5 22 1.19 0.61 0.96 7お.0 936. 1 1. 291 良好
B-23 Bフイト 幻 25.4 59 50 30.8 13 1. 32 1.30 5.33 以氾.9 1051. 6 1. 313 続動不良
B-2O Bフイト 20 25.9 59.5 52.8 31. 4 1 1. 21 1.50 7.59 脱却5.2 1146.6 1. 324 波動不良
が生じる傾向があり、低現断速度域での精度に難点がある。これに対し、図一11 の J 型フロー
試験では、コンクリートの自然流下を利用した試験であり、実用的な低関断速度域での鄭断
応力との関係をかなり精度良く測定可能である。従って本研究では J 型フロー試験の結果に
よる粘度係数と勢断応力降伏値について比較検討する事とした。
また、各高流動コンクリートの 4 週強度および13週強度さらに 4 週強度に対する 13週強度
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の比(以下、 13週強度比と呼ぶ)を表-3に示すとともに先の内外粗骨材比試験結果及びこの 13
週強度比などより各高流動コンクリートの分離性について総合的な判断をした結果を、同じ
く表一3の右側に示した。
5. 考察
5 -1. 流動特性の考察
次に、各コンクリートの流動性の試験結果とこれらレオロジー特性とを比較検討した。まず、
N-40 ， N-35 ， N-30 、 8-30は表ー3に示した様に分離現象が見られたが、この事は図一10 ， 1 1 の中
では高勾配となって表れている。また、 K-20 、 8-20 ， 8-23は表 -3に示した様に過剰粘性のため
施工性が著しく悪化したが、図中では曲線の低勾配として表れている。以上より、施工性と、
品質管理の点から、高流動コンクリートにおけるレオロジー特性の適正範囲は図-10 、 1 1 の
中で一点鎖線で固まれた白抜きの領域(粘度係数値0.75.......3.75) の聞と考えられる。また、
この一点鎖糠部より上側では分離傾向が見られ、下側では過剰粘性による流動不良の傾向が
ある事を示しているが、これらのコン上側では分離傾向が見られ、下側では過剰粘性による
流動不良の傾向があることを示しているが、これらのコンクリートはほとんどの場合スラン
プフロー値では60cm前後であり、スランプ試験では分離性または過剰粘性による流動不良の
問題は検出することができなかったと言える。また、コンクリート用回転粘度計の流動特性
図 -10 中の K-25のものは幽績の途中で急激な立ち上がりが見られるが、この調合はコンク
リートと回転粘度計の内円筒との聞の滑りが目視で観測されており、コンクリートと回転粘
度計の内円筒とが滑りを起こし、正確に計
測できなかったためである。しかし、 J 型
フロー試験では自然流下であるので正常に
試験ができ、流動特性の曲線を得ることが
できた。
5 -2. スランプフロー試験との比較
図- 1 2 にスランプフロー値と粘度係
数との関係を示す。表 -3 の流動性の総
合的判定の結果より図- 1 2 中の粘度係
数が 3.75以上(過剰粘性)、及び粘度係
数が 0.75以下(分離傾向)の部分は高
流動コンクリートとして適さないことを
示す。しかし、これらの流動性が不適合
とされたコンクリートのスランプフロー
値は 50.......70cm程度ある調合もあり、この
ような流動不良はスランプフロー値では
検出できていない。また図- 1 3 にスラ
ンプフロー値と明断応力降伏値との関係
を示す。図中の網目部は、流動し始める
のに必要な力が大きすぎ、高流動コンク
リートとして適さないことを示す。図-
1 3 に示されている様にスランプフロー
は高流動コンクリートとして使用可能な
範囲内で明断応力降伏値との相関関係が
見られる。この場合、表 -3 に示した様
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に B-20 ， B-23のものは流動不良と判定され
たが、勇断応力降伏値も著しく高くなって
おり、施工性が悪いことを示している。し
かしスランプフロー値は約60cmあり、この
ような施工性の悪さはスランプフロー試験
では検出できていない。
5 -3. L フロー試験との比較
図- 1 4 に L フロー値と粘度係数との
関係を、図- 1 5 に L フロー値と明断応
力降伏値との関係を示す。図 -14 中の網
目部は過剰粘性或いは分離傾向にあること
を示す。また、図- 1 5 中の網目部は流動
し始めるのに必要な力が大きすぎ、高流動
コンクリートとして適さないことを示して
いる。図- 1 4 中の K-20は、粘度係数で
は 3.75 を超えていて流動不良の領域にあ
り、表 -3 の総合判定でも過剰粘性であ
り流動不良であった。しかし L フロー値
では 70cmを超えており、これらの流動不
良は L フロー試験では検出できていない。
また、図- 1 4 及び図- 1 5 で流動不
良の領域にある N-30は、実際でも分離気
味のために流動性はよくなかった。この
調合は L フロー値では60cmを超えていた
ので、 L フローでは流動不良が判定でき
なかったといえる。 J 型フロー試験では
粘度係数、明断応力降伏値ともに高流動
領域から外れており、流動不良を表して
いる 。 従って、高流動性の判定には粘度
係数と鄭断応力降伏値と両方の指標を用
いればかなりの程度のコンクリートにつ
いての流動性の評価に対応できることが
分かる。
5 -4. 円筒貫入試験との比較
図- 1 6 に円筒貫入試験の結果と粘度
係数との関係を、図- 1 7 に円筒貫入試
験の結果と明断応力降伏値との関係を示
す。図- 1 6 、図- 1 7 中の網目部は高
流動コンクリートとして流動性が適さな
いことを示す。図- 1 6 、図- 1 7 中の
N-30は実際には分離気味であり、 K-20は
流動不良であった。しかし円筒貫入試験
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値では20cm以上の良好な評価値が出てお
り、これらの流動不良は検証できていな
いことが分かる。また、図- 1 6 より、
使用可能な範囲の高流動コンクリートで
は粘度係数と円筒貫入試験値との間に相
関関係があることが分かる。
5 -5. J 型フロー試験結果と強度試験
結果
これまでに、従来より提案されていた
各種の流動性試験方法との比較を行って
きたが、 J 型フロー試験により得られる
粘度係数及び蔚断応力降伏値を用いれば、
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図 -17 円筒貫入試験値と勢断応力降伏値
コンクリートの流動性判定を的確に行えることが分かった。
ここでは更に J 型フロー試験の結果がコンクリートの強度とどのような関係にあるのかを
検証する事を試みた。
4週圧縮強度に対する 13週強度の比を表ー 3 に示したが、これらの結果から、 13週強度比が
1 以下の場合は、長期強度が低下したことを示しており、また、 13週強度比が、l. 0--- l. 1 の
ものも長期強度の伸びが少なかったことを示している。先の流動性の判定の中で、分離また
はやや分離と評価された， N-40 ， N-35及びN-30は、 13週強度比が 1 以下であり、 N-25のように、
流動性の判定がやや良好であっても、関断応力降伏値の高いものは、 13週強度比がl. 0--- l. 1
の値を示し、長期強度の伸びが少ない結果となった。
そこで、これらの関係を図ー 1 8 のように縦軸に粘度係数を、また横軸に蔚断応力降伏値
をとって、各高流動コンクリートの流動性状を示し、それらのうちで、 13週強度比がl. 0以下
のものには↓印を、また 13週強度比が1. 0---1. 1 のものには←をつけて示した。
これらの結果から、高流動コンクリートは、粘度係数が 3. 75以上のものは、高粘性のため
流動不良であり、 3. 75以下で0.75以上のもので、明断応力降伏値が1. 20g/ cm2以下のものは、
流動性が良好である。また、蔚断応
力降伏値が l. 20g/cm 2以上のものは
流動性が悪 く 、 13週強度比も1. 0--­
l. 1 のものが多く、長期強度の伸び
が少ない。 さらに粘度係数が 0.75g'
sec / cm 2以下の場合にはコンクリー
トが分離する傾向が見られる。
以上の結果から、高流動コンクリ
ートの最適流動性状は粘度係数が O.
75---3. 75g'sec / cm 2の範囲内で、明
断応力降伏値が 1. 20g/cm 2以下で固
まれた部分(図 - 1 8 の白抜きの部
分)が最適であり、コンクリートの
分離がな く 、長期強度の低下もほと
んどないといえる。
↓印は13週比強度がl以下のもの、←は1. 0~ 1. 1のもの
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ここでは、 J 型フロー試験において、最
終停止高さ h に対する L の値を求めると、
高流動コンクリートの傾斜角度を示すこと
になる。これを J フロー値とした。これら
の J フロー値を、 L ヲロー値とその時のコ
ンクリート高さの比とを比較すると図- 1 
9 のようになり、両者はほぼ一致した流動
性の結果となった。このように、 J フロー
値 (L / h) により、高流動コンクリート
の流動傾斜角度を予測できる可能性がある。
国一 1 9 L フロー試験からの到達距離推定と J フロー値
6. 結論
以上の結果より、高流動コンクリートの流動性試験方法としての J 型フロー試験器につ
いて得られた知見をまとめると以下の様になる。
1. J 型フロー試験器によりコンクリートの流出速度と最終静止高さを測定することにより、
高流動コンクリートの明断速度と現断応力の関係が得られ、これより粘度係数と鄭断応力
降伏値が算出できる。
2. 蔚断速度と蔚断応力で表される流動性状は回転粘度計の鄭断速度と勢断応力で表される
流動性状とほぼ同等の流動特性を表すことが分かった。
3 . 今回の実験で検討した高流動コンクリートににおいては粘度係数では 0.75'" 3.75の範
囲が高流動コンクリ}トとして適切であり、 3 . 75以上の場合打設が困難であり、 0.75以
下の場合は材料が分離する傾向がある。
4. 今回の実験で検討した高流動コンクリートにおいては郵断応力降伏値は 1. 20g/ crn 2以下
が適切であり、それ以上の場合は、高流動コンクリートとしては使用が困難である。
5. J 型フロー試験により得られる現断応力降伏値はスランプフロー値との相関性が高い。
6. J 型フロー試験によって得られる粘度係数は、高流動コンクリートとして使用可能な領
域内で円筒貫入試験値と相関性がある。
7 , J 型フロー試験による粘度係数又は回転粘度計の粘性係数は、従来のスランプ試験、 L
フロー試験などの測定方法では検出が不十分である。
8 , J 型フロー試験によって得られる粘度係数、関断応力降伏値により、スランプフロー試
験、 L フロー試験、円筒貫入試験では判定できないコンクリートの流動不良及び分離性の
検出が数値的に可能である。
9. 高流動コンクリートの流動性の管理は、 J 型フロー試験によって得られる粘度係数、第
断応力降伏値により実用上十分可能であり、今回検討した高流動コンクリートにおいては、
粘度係数では 0 ， 75'" 3.75g'sec/crn 2の範囲で、関断応力降伏値は 1. 20g/ crn 2以下の範囲
で最適な流動性が得られる。
1 0 ，高流動コンクリートの分離による長期強度の低下は、 J 型フロー試験によって得られ
る粘度係数と現断応力降伏値により予測できる。
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